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１． 15 年 9 月中間期の連結業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日）
(1)連結経営成績                                                       　　　（百万円未満切捨て）

売 上 高    営業利益 経常利益
百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

15年 9月中間期
14年 9月中間期

４４，６２２      12.4
３９，７０６　 　△1.6

８２９    △55.5
１，８６５　　　76.3

１１６　 △88.9
１，０４９　　148.2

15年 3月期 ８２，７７９  　　 ３,２５８   １，８０８

中間(当期)純利益 １株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円　　　　％ 　　　　　　円　　銭 　　　　　　円　　銭
15年 9月中間期
14年 9月中間期

５１    △89.6
４９４　  　20.5

０．３６
３．４３

―
―

15年 3月期 ５６４ ３．９２ ―
(注)①持分法投資損益　　　 15年 9月中間期　△108百万円　14年 9月中間期 7百万円　15年 3月期　△91百万円
    ②期中平均株式数(連結)

 15年 9月中間期  143,981,570株    14年 9月中間期  143,995,536 株　  15年 3月期　143,991,065株
    ③会計処理の方法の変更　　　有
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円             ％ 円　銭
15年 9月中間期
14年 9月中間期

１１２，４２６
１１８，４６２

１８，４５０
１８，４６２

１６．４
１５．６

１２８．１５
１２８．２２

15年 3月期 １１２，４１３ １７，９３９   １６．０   １２４．６０
(注)期末発行済株式数（連結）

 15年 9月中間期  143,979,187株    14年 9月中間期  143,993,516 株   15年 3月期  143,983,521株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期
14年 9月中間期

１，９５５
３，０３８

△１，０５０
△    ４３８

△２，０１１
△３，３２１

７，０４２
９，６１１

15年 3月期 ５，５０５ △１，９３３ △５，７２７ ８，１８２
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数　14社　　持分法適用非連結子会社数　0社　　持分法適用関連会社数　3社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結　(新規)　1社　(除外)　0社　　　　持分法　(新規)　0社　(除外)　0社

２．16年 3月期の連結業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）
売 上 高 経常利益 当期純利益

                    百万円                   百万円                    百万円
通　　　期 ９２，０００ １，５００ ６００

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  　４円１７銭

　　上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる場合があります。
　　なお、上記予想に関する事項は、添付資料 5ページをご参照下さい。



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

ば ね 事 業

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司　※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製品・半製品

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原

材

料

北海製鉄(株)  ※２  

機器装置事業

三菱長崎機工(株)  ※１

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業

菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

当

菱鋼商事(株） 　　  ※１

社
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とともに、機械品は海外市場の開拓により売上拡大を図ってまいります。

これら重点施策のもと、グループ経営の観点から「選択と集中」を徹底して経営基盤の

強化に邁進するとともに、より一層の情報開示に努める所存であります。

営業力強化と生産設備に見合った受注量確保並びに更なるコストダウンにより、収益

の拡大を図ってまいります。

［機器装置事業 ］

鉄構品はエンジニアリング力と製造技術力を活かした拡販及び収益改善を推進する

かして事業の拡大を図るとともに、鋳鋼品の生産拠点の集約効果を子会社と一体となっ

て発揮し、収益の改善を図ってまいります。また、薄肉高級鋳鋼品、高級微粉末等付加

価値の高い新製品の開発・商品化に努めてまいります。

［特殊鋼鋼材事業］

製品の規模及び収益拡大のためフィリピン・タイ・中国での生産拡大及びコスト競争力

の強化を図ってまいります。

［ 素 形 材 事 業 ］

精密鋳造品の海外移転（鋳造から機械加工までの一貫体制）等による競争力向上を活

［ ば ね 事 業 ］

自動車用巻ばねとスタビライザの新製品及び建設機械用太巻ばねの拡販並びに板ば

ねの収益改善を引き続き進めるとともに、海外拠点との連携を強化し顧客のグローバル

化への対応を図ってまいります。また、精密ばねにつきましては、ヒンジ等モジュール

経　　営　　方　　針

当グループは、「企業競争力の強化」と「透明性の高い健全な経営」を重要課題と認識

し、収益向上のための構造改革及び各事業ごとの改善に取り組んでおります。各事業ごと

の重点施策は以下のとおりです。

１．経営の基本方針及び重点施策
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３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況等

ました。

利益配当につきましては、会社経営の最重要事項の一つと認識し、収益改善及び経営基

盤の強化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であります。

２．利益配分に関する基本方針

当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け、取締役会制度と監査役制度をより有

効に機能させることに重点をおいております。

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社外

取締役として経営監督機能の強化を図っております。当社は取締役会をグループ全体の

戦略意思決定の場と位置づけて、経営方針の審議を行っております。これに加え、取締

役、事業部長等で「経営会議」を組織し、取締役会で決議した基本方針に基づき、重要

な業務の執行についての対応を図っております。重要案件については顧問弁護士のサポ

ートを受けながら法律面及び企業倫理面のチェックを適宜行い、法令遵守体制の強化に

努めております。

監査役については、監査役会で決められた監査の方針、業務の分担に基づきそれぞれ監

査を行い、グループ全体の監査の強化に注力しております。なお、監査役は取締役会、経

営会議等の重要会議へ出席しております。社外監査役は現在２名であります。

今後経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、ホームページ上

で当社の経営状況を積極的にアピールし、株主・投資家の皆様に対するＩＲ活動を積極的

に進めてまいる所存であります。

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

当上半期におけるわが国経済は、設備投資に回復の兆しが見られましたものの、個人消費

１．経営成績

は依然として低迷し、景気は本格的回復に至らぬまま推移いたしました。

当グループ関連業界におきましては、主要需要先である自動車業界では、乗用車の国内販

売、輸出はともに減少したものの、トラックは排ガス規制の影響による新車買い替え需要

に支えられ、四輪車全体の生産台数は前年並みとなりました。また、建設機械業界では、

公共工事等の減少による影響はありましたが、中国をはじめとした輸出の増加により、需

要は堅調に推移いたしました。

このような情勢下、当グループといたしましては、数年来取り組んでいる構造改革を更に

推進いたしました。生産面では、板ばねの東南アジア生産拡大による収益改善、精密鋳造

品の海外移転及び設備増強による競争力の強化を図る一方、新製品の開発、製品の高付加

価値化等の推進による企業体質の強化に努めてまいりました。

当上半期の連結売上高につきましては、ばね事業及び特殊鋼鋼材事業が順調に売上げを伸

ばし、全体で446億２千２百万円と、前年同期比12.4％、49億１千６百万円の増収となり
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となりました。

［機器装置事業 ］

鍛圧機械及び搬送機器等の機械品は伸長したものの、鉄構品の主体であった電力機器の

低迷により、売上高は34億６千５百万円と、前年同期比11％の減収となりました。

［特殊鋼鋼材事業］

トラック排ガス規制の影響による新車買い替え需要に伴い、自動車向けが堅調に推移し、

建設機械とその関連顧客向けの需要も好調に推移した結果、特殊鋼鋼材事業全体の売上高

は162億４千２百万円と、前年同期比28.3％の増収となりました。

の影響による新車買い替え需要による売上げ増がありましたものの、精密機械加工品が減

少したことに伴い売上げは減少いたしました。粉末製品は自動車向けは好調でしたが、他

業種向けが伸び悩み売上げは横ばいで推移しました。磁気製品は前年並みでありました。

その結果、素形材事業全体としての売上高は74億３千９百万円と、前年同期比0.8％の微増

前年同期比16％の増収となりました。

［ 素 形 材 事 業 ］

一般鋳造品及び精密鋳造品は、輸出向け建設機械、ディーゼル車部品、電動工具の需要

増により売上げが増加いたしました。一般鍛造品及び精密鍛造品は、トラック排ガス規制

伴い売上げが増加いたしました。建設機械部品及び建設機械用太巻ばねは、中国をはじめ

とした輸出向けの需要が堅調に推移したことに伴い、売上げが増加いたしました。精密ば

ねは、携帯電話用及びビデオカメラ用ヒンジ等モジュール製品の拡販により、売上げが大

幅に増加いたしました。その結果、ばね事業全体としての売上高は166億７千７百万円と、

セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

［ ば ね 事 業 ］

自動車用ばねは、拡販活動及びトラック排ガス規制の影響による新車買い替え需要等に

計上した結果、連結中間純利益は５千１百万円となりました。

が悪化したこと、②フィリピンの精密ばね子会社が、組立品の売上減と急激な円高に伴う

円建借入金の為替差損を計上したこと、等が収益悪化の主な要因であります。

また、特別利益として固定資産処分益１千７百万円及び投資有価証券売却益３億６千６百

万円を計上し、更に法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主利益を

しかしながら損益面におきましては、当上半期からたな卸資産の評価方法を後入先出法

から総平均法に変更したことと海外子会社の収益悪化等により、連結経常利益は１億１千

６百万円と、前年同期比９億３千３百万円の減益となりました。特に海外子会社につきま

しては、①北米におけるばね合弁事業が、材料費関連のコストアップ等により大幅に採算
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ました。なお、前期末比では0.4％の改善となりました。今後とも資産効率を高める施

策を推進してまいります。

連業界の需要が引き続き堅調であること、素形材事業は、精密鋳造品の海外移転による競

争力強化の効果がフルに寄与することもあり、連結売上高920億円、連結経常利益15

億円、連結当期純利益６億円の見通しであります。

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によっ

また、総資産は引き続き圧縮に努めた結果、前年同期末比 60億３千６百万円減少

いたしました。これにより、株主資本比率は16.4％と、前年同期末比0.8％の改善となり

て予想数値と異なる場合があります。

負債の圧縮を推進したため 20億１千１百万円の減少となりました。その結果、キャッ

［ そ の 他 の 事 業 ］

その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、一部事業の撤退により売上高は34

億４百万円と、前年同期比20.5％の減収となりました。

今後の見通しといたしましては、当グループを取り巻く経営環境は依然厳しく予断を許

シュ・フロー全体として11億４千万円の資金の減少となりました。

さない状況が続くものと予想されます。

当グループといたしましては、グループ全体で引き続き収益改善に努めてまいります。

平成15年度の業績につきましては、ばね事業及び特殊鋼鋼材事業は、自動車・建設機械関

となり、また財務活動によるキャッシュ・フローは、財務体質改善のため引き続き有利子

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等により10億５千万円の減少

当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は５億

円、減価償却費 21億 ８千１百万円等により 19 億５千５百万円を確保できました。

２．財政状態
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（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前      期

( 14．4～14．9 ) ( 15．4～15．9 ) ( 14．4～15．3 )

 39,706  44,622  4,916  82,779 

(   37,840 ） (   43,792 ） (△ 5,952 ） (   79,521 ）

 32,807  37,983 △ 5,176  68,918 

 5,033  5,809 △ 776  10,602 

 1,865  829 △ 1,036  3,258 

(   215 ） (   238 ） (   23 ） (   395 ）

受取利息及び配当金  76  85  9  143 

持分法による投資利益 7 △ 7  

雑 収 入  131  153  22  251 

(   1,031 ） (   951 ） (   80 ） (   1,844 ）

支 払 利 息  703  576  127  1,347 

持分法による投資損失   108 △ 108  91 

雑 損 失  327  266  61  405 

 1,049  116 △ 933  1,808 

(   57 ） (   383 ） (   326 ） (   641 ）

固 定 資 産 処 分 益  0  17  17  0 

固定資産処分損引当金戻入額  57  0 △ 57  57 

投資有価証券売却益  0  366  366  584 

特    別    損    失 (   106 ） (   0 ） (   106 ） (   903 ）

固 定 資 産 処 分 損  0  0  0  86 

生産拠点の移転集約関連損失  0  0  0  363 

投資有価証券評価損  106  0  106  453 

税金等調整前中間(当期)純利益  1,001  500 △ 501  1,546 

 631  1,111 △ 480  1,378 

△ 281 △ 740  459 △ 571 

 157  78  79 175 

 494  51 △ 443  564 

売　　　　　　上　　　　　　高

営    業    利    益

連   結　 損   益   計   算   書

      売      上      原      価

      販売費及び一般管理費

増     減
                期        別   

  科       目

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

営    業    費    用

営  業  外  費  用

経    常    利    益

特    別    利    益

法人税、住民税及び事業税

営  業  外  収  益
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（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１４．９．３０） （１５．３．３１） （１５．９．３０）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 47,432 47,516 48,215 699 

現 金 預 金 9,905 8,530 7,409 △ 1,121 

19,928 22,134 23,109 975 

有 価 証 券 19 9 9 0 

た な 卸 資 産 13,349 14,457 14,080 △ 377 

繰 延 税 金 資 産 2,111 589 748 159 

そ の 他 2,158 1,831 2,887 1,056 

貸 倒 引 当 金 △ 40 △ 37 △ 29 8 

固       定       資       産 71,029 64,896 64,211 △ 685 

   有  形  固  定  資  産 50,319 45,314 44,114 △ 1,200 

建 物 及 び 構 築 物 15,859 15,841 15,452 △ 389 

機械装置及び運搬具 26,022 22,019 20,743 △ 1,276 

土 地 6,681 6,539 6,539 0 

建 設 仮 勘 定 1,225 233 705 472 

そ の 他 529 681 673 △ 8 

   無  形  固  定  資  産 332 290 247 △ 43 

   投 資 そ の 他 の 資 産 20,377 19,291 19,848 557 

投 資 有 価 証 券 12,655 11,666 12,659 993 

長 期 貸 付 金 462 464 412 △ 52 

繰 延 税 金 資 産 738 710 850 140 

そ の 他 6,909 6,842 6,299 △ 543 

貸 倒 引 当 金 △ 388 △ 392 △ 373 19 

資 産 合 計 118,462 112,413 112,426 13 

     期    別

受取手形及び売掛金

     科    目

連　 結 　貸   借   対   照   表
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１４．９．３０） （１５．３．３１） （１５．９．３０）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 76,766 75,502 76,311 809 

16,250 17,547 18,349 802 
短 期 借 入 金 52,154 52,303 52,656 353 
未 払 法 人 税 等 201 645 920 275 
未 払 消 費 税 等 189 294 310 16 
固定資産処分損引当金 3,811 0 0 0 
そ の 他 4,158 4,710 4,073 △ 637 

固       定       負       債 21,197 17,025 15,763 △ 1,262 

長 期 借 入 金 14,883 12,585 10,558 △ 2,027 
繰 延 税 金 負 債 3,374 1,078 1,206 128 
退 職 給 付 引 当 金 2,462 3,012 3,783 771 
役員退職慰労金引当金 260 298 201 △ 97 

 そ の 他 215 50 14 △ 36 

負 債 合 計 97,963 92,528 92,075 △ 453 

( 少 数 株 主 持 分 )

2,035 1,944 1,900 △ 44 

（ 資　本　の　部 ）

7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 

10,399 10,469 10,304 △ 165 

902 265 1,103 838 

△ 931 △ 887 △ 1,048 △ 161 

△ 0 △ 1 △ 1 0 

資 本 合 計 18,462 17,939 18,450 511 

負債、少数株主持分
及び資本合計

少 数 株 主 持 分

利 益 剰 余 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

自 己 株 式

連　 結 　貸   借   対   照   表

資 本 剰 余 金

13 118,462 112,413 112,426 

その他有価証券評価差額金

期    別　　

    科    目

支払手形及び買掛金
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

（ 14.4～14.9 ） （ 15.4～15.9 ） （ 14.4～15.3 ）

893 893 893 

0 0 0 

0 0 0 

893 893 893 

9,907 10,469 9,907 

( 494 ) ( 51 ) ( 564 )

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 494 51 564 

( 2 ) ( 215 ) ( 2 )

配 当 金 0 215 0 

連結子会社減少に伴う減少高 2 0 2 

10,399 10,304 10,469 

期　　　別　　　

　　　科　　　目

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高
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連結キャッシュ・フロー計算書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

  科       目 ( 14．4～14．9 ) ( 15．4～15．9 ) ( 14．4～15．3 )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益  1,001  500 △ 501  1,546
減価償却費  2,159  2,181  22  4,358
貸倒引当金の増減額 △ 12 △ 26 △ 14  △ 11
受取利息及び受取配当金 △ 76 △ 85 △ 9 △ 143
支払利息  703  576 △ 127  1,347
為替差損益  14 △ 9 △ 23 △ 9
持分法による投資損益 △ 7  108  115  91
投資有価証券売却益及び評価損  106 △ 366 △ 472 △ 125
固定資産処分損益  8 △ 14 △ 22  65
固定資産処分損引当金戻入額 △ 57  0  57 △ 57

 0  0  0  117
売上債権の増減額  1,371 △ 1,092 △ 2,463 △ 798
たな卸資産の増減額 △ 652  313  965 △ 1,775
仕入債務の増減額  276  877  601  1,604
その他  49  362  313  1,990
      小　　　　　　計  4,885  3,325 △ 1,560  8,199
利息及び配当金の受取額  88  84 △ 4  151
利息の支払額 △ 707 △ 585  122 △ 1,346
固定資産処分費用の支払額 △ 981  0  981 △ 981
法人税等の支払額 △ 246 △ 869 △ 623 △ 516

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,038  1,955 △ 1,083  5,505
    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額 △ 7 △ 21 △ 14 △ 60
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 22 △ 32 △ 10 △ 1,294
有価証券及び投資有価証券の売却（又は償還）による収入  45  55  10  1,323
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 855 △ 1,205 △ 350 △ 2,303
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入  114  118  4  112
貸付けによる支出 △ 70 △ 46  24 △ 168
貸付金の回収による収入  356  81 △ 275  457

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 438 △ 1,050 △ 612 △ 1,933
    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額 △ 404  790  1,194 △ 1,372
長期借入れによる収入  0  450  450  1,500
長期借入金の返済による支出 △ 2,657 △ 2,912 △ 255 △ 5,339
長期未払金の返済による支出 △ 206 △ 40  166 △ 370
少数株主への株式の発行による収入  25  0 △ 25  25
配当金の支払額  0 △ 212 △ 212  0
少数株主への配当金の支払額 △ 78 △ 85 △ 7 △ 169
自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0 △ 0 △ 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,321 △ 2,011  1,310 △ 5,727
    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 117 △ 32  85 △ 111
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 838 △ 1,140 △ 302 △ 2,266
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  10,453  8,182 △ 2,271  10,453
Ⅶ △ 4  0  4 △ 4

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  9,611  7,042 △ 2,569  8,182

増     減

生産拠点の移転集約関連損失

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 】

1． 連結の範囲

連   結   子   会   社    14社、 MSM CANADA INC.　、　　MSM US INC.
プレシジョンスプリング（株）
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM ( THAILAND ) CO.,LTD. 　
菱鋼鋳造（株）
三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)
三菱長崎機工(株)　　　　

(新規） 寧波菱鋼精密部件有限公司
ほか　４社

2． 持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社     3社、 北海製鉄（株）   
MERITOR SUSPENSION SYSTEMS

         HOLDINGS UK LIMITED
CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

3． 連結子会社の中間決算日等

連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日（９月30日）と異なる会社は次のとおりである。

寧波菱鋼精密部件有限公司 中間決算日　－　６月30日

行っている。

4． 会計処理基準

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
… 主として総平均法による原価法
（会計処理の方法の変更）

円減少している。

そ の 他 有 価 証 券
… 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

…

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）
移動平均法による原価法

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

中間財務諸表作成にあたっては、連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用
している。なお、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

た な 卸 資 産

有 価 証 券

当中間期より、製品、半製品及び仕掛品の評価方法を主と

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売上原価
は546百万円増加し、税金等調整前中間純利益は546百万

して後入先出法による原価法から総平均法による原価法に、
原材料については主として後入先出法による低価法から総
平均法による低価法にそれぞれ変更している。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
… 主として定額法
… 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
…

…

(4) 重要なリース取引の処理方法

(5) 消費税等の会計処理方法

5． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時

理している。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、

それぞれ発生の翌期から費用処理している。

会計基準変更時差異( 6,956百万円)については、15年によ

る均等額を費用処理している。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金

当中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金
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【 連結損益計算書注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前         期
(14.4～14.9) (15.4～15.9) (14.4～15.3)

固 定 資 産 処 分 益 借地権の売却益 17

固 定 資 産 処 分 損 土地の売却損ほか 86

【 連結貸借対照表注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(14.9.30) (15.9.30) (15.3.31)

減 価 償 却 累 計 額

受 取 手 形 割 引 高

保 証 債 務 等

【 連結キャッシュ・フロー計算書注記 】

１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

　　の関係
（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(14.9.30) (15.9.30) (15.3.31)

現 金 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

現金及び現金同等物

45,411     43,938     41,984     

429     536     223     

1,417     1,130     1,296     

9,611     7,042     8,182     

9,905     7,409     8,530     

△  294     △  367     △  348     
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報

1．事業の種類別セグメント情報

前中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

当中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

前期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

79,521 
営 業 利 益 1,392 658 630 453 132 3,268 (9) 3,258 

6,809 7,803 84,933 (5,412)営 業 費 用 29,332 13,597 27,390 

0 

30,725 14,256 28,021 7,263 7,935 88,201 (5,422) 82,779 

55 2,735 5,422 (5,422)内 部 売 上 高 92 380 2,158 

82,779 － 82,779 
セ グ メ ン ト 間 の

13,876 25,862 7,207 5,200 

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 30,632 

その他の
事 業

計
消去又は
全 社

連 結ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

43,792 
営 業 利 益 287 62 410 76 △8 828 1 829 

3,388 3,412 46,400 (2,607)営 業 費 用 16,390 7,376 15,831 

0 

16,677 7,439 16,242 3,465 3,404 47,228 (2,606) 44,622 

0 1,401 2,606 (2,606)内 部 売 上 高 2 81 1,120 

44,622 － 44,622 
セ グ メ ン ト 間 の

7,358 15,121 3,464 2,002 

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 16,675 

1,865 

－

ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

その他の
事 業

計
消去又は
全 社

連 結

39,706 

0 

39,706 

37,840 

(2,875)

(2,875)

(2,855)

(19)

2,875 

42,581 

40,696 

1,884 

1,401 

4,280 

4,230 

50 

44 

3,891 

3,709 

182 

1,126 

12,658 

12,664 

△6 

222 

7,378 

6,715 

662 

内 部 売 上 高

営 業 費 用

営 業 利 益

14,292 

79 

14,372 

13,376 

995 

連 結

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 7,156 11,531 3,847 2,878 39,706 

その他の
事 業

計
消去又は
全 社

セ グ メ ン ト 間 の

ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業
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(注)1． 事業区分の方法

2． 前記の事業区分に属する主要な製品

事業区分

板ばね、巻ばね､ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、

精密ばね、超合金ばね、各種ヒンジ類、精密組立部品、

ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、防振装置、各種自動車部品･用品、

ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

一般鋳造品 、精密鋳造品、各種金型及び同素材、

精密機械加工品、一般鍛造品、冷間 ・温間精密鍛造品、特殊合

金素材及び同加工品、永久磁石 （鋳造 ・圧延） 、磁石応用部品、

特殊合金粉末、同微粉末

棒鋼 （構造用合金鋼 ・機械構造用炭素鋼 ・ばね鋼 ・工具鋼 ・非調質

鋼 ・快削鋼ほか） 、鋼材加工品

鍛圧機械、一般産業機械及びﾌﾟﾗﾝﾄ、鉄構品、磁選機

搬送装置、計装機器

海上運送、貨物自動車運送、倉庫   ほか

3． 会計処理の方法の変更

（当中間期）

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の

事業部門及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

その他の事業

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

特殊鋼鋼材事業

機器装置事業

主　　要　　製　　品　　名

営業利益は同額減少している。

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間期から

主要なたな卸資産について評価方法を変更している。

この変更により、従来の方法によった場合と比較し、当中間期の営業費用は、ばね事業が

102百万円、素形材事業が26百万円、特殊鋼鋼材事業が417百万円それぞれ増加し、
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前中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

当中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

前期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

（注） １． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２． 日本以外の区分に属する国

(1) アメリカ、カナダ

(2) フィリピン、タイ、中国

３． 会計処理の方法の変更

（当中間期）

４．

3,258

北 米 ………

ア ジ ア ………

3,260 (2)1,043 731

(1,868) 79,5215,926 81,38975,376 85

(1,870) 82,7796,658 84,64976,861 1,129

(1,870) 01,270 1,870595 4

－ 82,7795,388 82,77976,266 1,124

連 結日 本 北 米 アジア 計

(1,578)

(1,567)

(10)

消去又
は全社

840

44,6224,076 46,201

連 結日 本 北 米 アジア 計
消去又
は全社

２． 所在地別セグメント情報

41,573 214 2,834

337 0 1,241

44,622

1,578

3,925 45,36041,388 46

44,622

0

－

(1,578)

167 150 829

41,910 214

43,792

521

売 上 高

営 業 費 用

営 業 利 益

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

売 上 高

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

営 業 費 用

収益のうち同社に属する部分を売上高として計上している。

万円増加し、営業利益は同額減少している。

北米においては、子会社を通じてばね合弁事業に対する投資を行っており、合弁事業の

営 業 利 益

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間期から

主要なたな卸資産について評価方法を変更している。

この変更により、従来の方法によった場合と比較し、当中間期の営業費用は、日本が546百

1,484
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前中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）

当中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

前　期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

（注） １． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２． 各区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ、カナダ

(2) フィリピン、タイ、韓国　ほか

(3) 欧州、オセアニア　ほか

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

(百万円)

(百万円)

連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 (％ )

北 米

4.4

－

ア ジ ア そ の 他 計

1,755 4,791 28 6,575

39,706

16.60.112.1

－ －

北 米 ア ジ ア そ の 他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 (百万円) 564 5,001 43 5,609

Ⅱ 連 結 売 上 高 (百万円) － － － 44,622

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 (％ )

1.3 11.2 0.1 12.6

北 米 ア ジ ア そ の 他 計

10,534 129 13,271

Ⅱ 連 結 売 上 高 (百万円) － － － 82,779

0.1 16.0

そ の 他 ………

連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 (％ )

3.2 12.7

３． 海外売上高

北 米 ………

ア ジ ア ………

Ⅲ

Ⅰ 海 外 売 上 高 (百万円) 2,608
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 リ    ー    ス    取    引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(1)前中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 4,517 百万円 2,815 百万円 1,702 百万円

そ の 他 497 331 165

計 5,014 3,146 1,867

(2)当中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 3,602 百万円 2,403 百万円 1,199 百万円

そ の 他 273 143 129

計 3,876 2,546 1,329

(3)前 　  期 (取得価額) (減価償却累計額) (期末残高)

機械装置及び運搬具 4,437 百万円 2,990 百万円 1,447 百万円

そ の 他 305 174 131
計 4,742 3,164 1,578

2. 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（前 中 間 期 末） （当 中 間 期 末） （前　　期　　末）

１ 年 内 612 百万円 482 百万円 538 百万円

１ 年 超 1,402 960 1,170

計 2,014 1,442 1,708

3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（前 中 間 期）　　 （当 中 間 期）　　 （前　　　　期）　　  

支 払 リ ー ス 料 379 百万円 325 百万円 746 百万円

減価償却費相当額 327 279 642
支 払 利 息 相 当 額 40 28 75

4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

は利息法によっている。
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有  　   価 　    証   　  券

１．その他有価証券で時価のあるもの
（ 単位 ： 百万円 ）

２．時価のない主な有価証券
（ 単位 ： 百万円 ）

その他有価証券

非上場株式
（店頭売買株式を除く）

合            計

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引

該 当 事 項 は な い 。

1,081 1,080 1,081 

1,081 1,080 1,081 

450 

区 分
前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

5,301 

0 0 

合 計 6,864 1,562 5,232 7,102 1,870 5,518 5,968 

9 0 

そ の 他 12 8 △ 3 0 0 0 0 

5,958 450 

債 券 19 19 0 9 9 0 9 

連結貸借
対 照 表
計 上 額

差   額

株 式 5,269 6,835 1,565 5,222 7,092 1,870 5,508 

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

種 類
(平成14年9月30日) (平成15年9月30日) (平成15年3月31日)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額
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